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平成 年 月 日（金）

号外第 号
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150

毎週火 金曜日発行･

公布 条例

◇ 職員 給与 関 条例等 一部 改正 条例（ ）（職員課）………………………………

◇職員 給与 関 条例等 一部 改正 条例

次 掲 条例 寒冷地手当 係 規定 廃止 。（第 条～第 条関係）

（ ） 職員 給与 関 条例

（ ） 現業職員 給与 種類及 基準 関 条例

（ ） 公益法人等 職員 派遣等 関 条例

（ ） 企業局企業職員 給与 種類及 基準 関 条例

（ ） 病院局企業職員 給与 種類及 基準 関 条例

施行期日等

（ ） 条例 、公布 日 施行 。

（ ） 所要 経過措置 講 。

職員 給与 関 条例等 一部 改正 条例 公布 。

平成 年 月 日

鳥取県知事 片 山 善 博

職員 給与 関 条例等 一部 改正 条例

（職員 給与 関 条例 一部改正）

第 条 職員 給与 関 条例（昭和 年鳥取県条例第 号） 一部 次 改正 。

次 表 改正前 欄中条 表示 下線 引 条（以下 条 「削除条」 。） 削 、同

表 改正後 欄中条 表示 下線 引 条（以下 条 「追加条」 。） 加 。

次 表 改正前 欄中別表 表示 下線 引 別表（以下 条 「削除別表」 。） 削

。

次 表 改正前 欄中下線 引 部分（削除条及 削除別表 除 。以下 条 「改正部分」
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改 正 後 改 正 前

（ 条例 目的）

第 条 条例 、地方公務員法（昭和 年法律第

号）第 条第 項、教育公務員特例法（昭和 年

法律第 号）第 条第 項及 地方教育行政 組織及

運営 関 法律（昭和 年法律第 号）第 条

規定 基 、地方公務員法第 条第 項 規定

職員（企業局企業職員 給与 種類及 基準 関

条例（昭和 年鳥取県条例第 号）第 条及 病院

局企業職員 給与 種類及 基準 関 条例（平成

年鳥取県条例第 号）第 条 規定 企業職員並

現業職員 給与 種類及 基準 関 条例（昭

和 年鳥取県条例第 号）第 条第 項 規定 現

業職員 除 。）及 市町村立学校職員給与負担法

（昭和 年法律第 号）第 条 規定 職員（以

下「職員」 。） 給料、管理職手当、初任給調

整手当、扶養手当、調整手当、住居手当、通勤手当、

単身赴任手当、特殊勤務手当、寒冷地手当、産業教育

手当、 地手当（ 準 手当 含 。）、定時

制通信教育手当、農林漁業改良普及手当、特地勤務手

当（ 準 手当 含 。）、災害派遣手当、時間

外勤務手当、休日勤務手当、夜間勤務手当、宿日直手

当、管理職員特別勤務手当、期末手当、勤勉手当、義

務教育等教員特別手当及 退職手当 関 事項 定

目的 。

（給料）

第 条 給料 、正規 勤務時間 勤務 対 報

酬 、管理職手当、初任給調整手当、扶養手当、

調整手当、住居手当、通勤手当、単身赴任手当、特殊

勤務手当、寒冷地手当、産業教育手当、 地手当

（ 準 手当 含 。）、定時制通信教育手当、

農林漁業改良普及手当、特地勤務手当（ 準

手当 含 。）、災害派遣手当、時間外勤務手当、休日

勤務手当、夜間勤務手当、宿日直手当、管理職員特別

勤務手当、期末手当、勤勉手当、義務教育等教員特別

手当及 退職手当 除 。

略

（寒冷地手当）

第 条 寒冷地手当 、 月 日（ 日 日曜日

当 前々日 、 日 土曜日 当

前日 。以下 条 「基

準日」 ） 別表第 掲 地域又 別表第

（ 条例 目的）

第 条 条例 、地方公務員法（昭和 年法律第

号）第 条第 項、教育公務員特例法（昭和 年

法律第 号）第 条第 項及 地方教育行政 組織及

運営 関 法律（昭和 年法律第 号）第 条

規定 基 、地方公務員法第 条第 項 規定

職員（企業局企業職員 給与 種類及 基準 関

条例（昭和 年鳥取県条例第 号）第 条及 病院

局企業職員 給与 種類及 基準 関 条例（平成

年鳥取県条例第 号）第 条 規定 企業職員並

現業職員 給与 種類及 基準 関 条例（昭

和 年鳥取県条例第 号）第 条第 項 規定 現

業職員 除 。）及 市町村立学校職員給与負担法

（昭和 年法律第 号）第 条 規定 職員（以

下「職員」 。） 給料、管理職手当、初任給調

整手当、扶養手当、調整手当、住居手当、通勤手当、

単身赴任手当、特殊勤務手当、産業教育手当、 地

手当（ 準 手当 含 。）、定時制通信教育手

当、農林漁業改良普及手当、特地勤務手当（ 準

手当 含 。）、災害派遣手当、時間外勤務手当、

休日勤務手当、夜間勤務手当、宿日直手当、管理職員

特別勤務手当、期末手当、勤勉手当、義務教育等教員

特別手当及 退職手当 関 事項 定 目

的 。

（給料）

第 条 給料 、正規 勤務時間 勤務 対 報

酬 、管理職手当、初任給調整手当、扶養手当、

調整手当、住居手当、通勤手当、単身赴任手当、特殊

勤務手当、産業教育手当、 地手当（ 準

手当 含 。）、定時制通信教育手当、農林漁業改良普

及手当、特地勤務手当（ 準 手当 含 。）、

災害派遣手当、時間外勤務手当、休日勤務手当、夜間

勤務手当、宿日直手当、管理職員特別勤務手当、期末

手当、勤勉手当、義務教育等教員特別手当及 退職手

当 除 。
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。） 対応 次 表 改正後 欄中下線 引 部分（追加条 除 。以下 条 「改正

後部分」 。） 存在 場合 、当該改正部分 当該改正後部分 改 、改正部分 対応 改正後

部分 存在 場合 、当該改正部分 削 。
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掲 公署 所在地（以下「支給地域」 。）

在勤 職員（人事委員会 定 職員 除 。以

下 項及 次項 同 。） 対 支給 。

基準日 翌日 人事委員会 定 日 間 採

用、異動等 事由 職員 支給地域 在勤

者（寒冷地手当 支給 受 者

及 人事委員会 定 者 除 。） 対 、同

様 。

寒冷地手当 額 、支給地域 区分（一 地域

区分 別表第 及 別表第 掲

場合 、別表第 掲 区分）及 基準

日（基準日 翌日 前項後段 人事委員会 定

日 間 新 職員 者 、職員

日。以下 条 同 。） 職

員 世帯等 区分 応 、次 表 掲 額 。

支給地域

区分

世帯等 区分

世帯主 職員

扶養親族

人以

上 職

員

扶養親族

人又

人

職員

扶養親族

職

員

他 職員

級 地 円 円 円 円

級 地 円 円 円 円

級 地 円 円 円 円

第 項後段 規定 寒冷地手当 支給 受

職員 寒冷地手当 額 、前項 規定 、

寒冷地手当 支給 受 日 当

該職員 世帯等 区分 基準日 当該職

員 世帯等 区分 場合 算出 同項 規定

寒冷地手当 額 範囲内 、当該職員 当該支

給地域 在勤 日 他 事情 考慮

人事委員会 定 額 。

寒冷地手当 支給 受 職員 、人事委員会

定 期間内 、次 掲 事由 生 場合（人

事委員会 定 場合 除 。） 、当該職員 、

事由 生 日 当該職員 支給地域 区

分、世帯等 区分等 寒冷地手当 額 算出 基礎

事項 基準日 算出 基礎

場合 算出 寒冷地手当 額等 考慮 人事

委員会 定 額 追給 、又 返納

。

（ ） 寒冷地手当 額 異 地域又 支給地域以外

地域 異動

（ ） 世帯等 区分 変更

（ ） 職員 。

（ ） 前 号 掲 、人事委員会 定

事由

39,600 33,000 19,800 14,200

67,500 56,300 33,600 23,300

97,800 81,500 49,100 34,200
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支給地域 豪雪 場合 、人事委員

会 定 当該豪雪 係 地域 人事委員会 定

期間内 在勤 職員（人事委員会 定 職員 除

。） 第 項 規定 寒冷地手当 支給 受

、当該支給額 、 円 超 範

囲内 人事委員会 定 額 寒冷地手当 支給

。

寒冷地手当 、人事委員会 定 日 支給 。

（休職者 給与）

第 条 休職者 給与 、条例 別段 定

除 次 各号 支給 。

（ ）及 （ ） 略

（ ） 職員 前 号以外 心身 故障 地方公務

員法第 条第 項第 号 掲 事由 該当 休

職 、 休職 期間 満 年 達

、 給料、扶養手当、調整手当、住居

手当、期末手当、勤勉手当（勤務 期間 場

合 除 。）及 寒冷地手当 分

支給 。

（ ）～（ ） 略

略

（再任用職員 適用除外）

第 条 第 条 第 条 、第 条

第 条 、第 条 、第 条 、第 条

、第 条 、第 条 、第 条 及 第

条 規定 、再任用職員 、適用 。

別表第 （第 条 関係）

支給地域 区分

八頭郡 若桜町 級地

日野郡 日南町 旧阿毘縁村 区域

岩美郡 国府町 級地

岩美町

八頭郡 八東町

佐治村

智頭町

日野郡 日南町 級地 含 地

域

級地又 級地 含 鳥

取県内 地域

級地

備考 表 「旧」 村 名称及

地域 、昭和 年 月 日 示 。

第 条 削除

（休職者 給与）

第 条 休職者 給与 、条例 別段 定

除 次 各号 支給 。

（ ）及 （ ） 略

（ ） 職員 前 号以外 心身 故障 地方公務

員法第 条第 項第 号 掲 事由 該当 休

職 、 休職 期間 満 年 達

、 給料、扶養手当、調整手当、住居

手当、期末手当及 勤勉手当（勤務 期間

場合 除 。） 分 支給 。

（ ）～（ ） 略

略

（再任用職員 適用除外）

第 条 第 条 第 条 、第 条

第 条 、第 条 、第 条 、第 条

、第 条 、第 条 及 第 条 規定

、再任用職員 、適用 。
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別表第 （第 条 関係）

所在地 公署 区分

西伯郡大山町大山 鳥取県米子警察署大山寺交番 級地

改 正 後 改 正 前

（給与 種類）

第 条 職員 給与 種類 、給料、扶養手当、調整手

当、住居手当、通勤手当、単身赴任手当、特殊勤務手

当、特地勤務手当（ 準 手当 含 。）、時間

外勤務手当、休日勤務手当、夜間勤務手当、宿日直手

当、寒冷地手当、期末手当、勤勉手当及 退職手当

。

（給料）

第 条 給料 、正規 勤務時間 勤務 対 報

酬 、扶養手当、調整手当、住居手当、通勤手

当、単身赴任手当、特殊勤務手当、特地勤務手当（

準 手当 含 。）、時間外勤務手当、休日勤務

手当、夜間勤務手当、宿日直手当、寒冷地手当、期末

手当、勤勉手当及 退職手当 含 。

略

（寒冷地手当）

第 条 特 寒冷 地域 在勤 職員 、寒冷地手

当 支給 。

（再任用職員 適用除外）

第 条 第 条、第 条 、第 条 、第 条 、

第 条 、第 条及 第 条 規定 、地方公務員

法第 条 第 項、第 条 第 項又 第 条

第 項若 第 項 規定 採用 職員

、適用 。

（給与 種類）

第 条 職員 給与 種類 、給料、扶養手当、調整手

当、住居手当、通勤手当、単身赴任手当、特殊勤務手

当、特地勤務手当（ 準 手当 含 。）、時間

外勤務手当、休日勤務手当、夜間勤務手当、宿日直手

当、期末手当、勤勉手当及 退職手当 。

（給料）

第 条 給料 、正規 勤務時間 勤務 対 報

酬 、扶養手当、調整手当、住居手当、通勤手

当、単身赴任手当、特殊勤務手当、特地勤務手当（

準 手当 含 。）、時間外勤務手当、休日勤務

手当、夜間勤務手当、宿日直手当、期末手当、勤勉手

当及 退職手当 含 。

略

第 条 削除

（再任用職員 適用除外）

第 条 第 条、第 条 、第 条 、第 条 、

第 条 及 第 条 規定 、地方公務員法第 条

第 項、第 条 第 項又 第 条 第 項

若 第 項 規定 採用 職員 、適

用 。
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２
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４ ４ ３ ４ ４ ４ ６

５ ２

４ １ ５ １

６ １ ２

２

３

２

４ ４ ３ ４ ４ ４ ６

５ ２

４ １ ５ １ ６ １

２
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を する

についての

の の の

の び の は

の の は の

しくは の により された

には しない

の

の の は

これに ずる を む

び とする

は の による に する

であって

こ

れに ずる を む

び を まないものとする

についての

の の の

の び の は

の の は の

しくは の により された には

しない

（現業職員 給与 種類及 基準 関 条例 一部改正）

第 条 現業職員 給与 種類及 基準 関 条例（昭和 年鳥取県条例第 号） 一部 次 改正

。

次 表 改正前 欄中条 表示 下線 引 条（以下 条 「削除条」 。） 削 、同

表 改正後 欄中条 表示 下線 引 条 加 。

次 表 改正前 欄中下線 引 部分（削除条 除 。） 削 。

（公益法人等 職員 派遣等 関 条例 一部改正）

第 条 公益法人等 職員 派遣等 関 条例（平成 年鳥取県条例第 号） 一部 次 改正 。

の の び に する の

の の び に する の を のように す

る

の の の の に が かれた この において という を り

の の の に が かれた を える

の の の が かれた を く を る

への の に する の

への の に する の を のように する

２

３ ３

32 37
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改 正 後 改 正 前

（派遣職員 給与）

第 条 派遣職員（企業職員（地方公営企業等 労働関

係 関 法律（昭和 年法律第 号）第 条第

号 規定 職員 。以下同 。） 派遣職

員及 現業職員（地方公務員法第 条 規定 単純

労務 雇用 職員 、企業職員以外

。以下同 。） 派遣職員 除 。第

条及 第 条 同 。） 、法第 条第

項 規定 業務 従事 、 職員派遣

期間中、給料、扶養手当、調整手当、住居手当、寒

冷地手当及 期末手当 分 以内 支

給 。

（企業職員又 現業職員 派遣職員 給与 種類）

第 条 企業職員又 現業職員 派遣職員 、

法第 条第 項 規定 業務 従事 、

職員派遣 期間中、給料、扶養手当、調整手当、

住居手当、寒冷地手当及 期末手当 支給

。

（派遣職員 給与）

第 条 派遣職員（企業職員（地方公営企業等 労働関

係 関 法律（昭和 年法律第 号）第 条第

号 規定 職員 。以下同 。） 派遣職

員及 現業職員（地方公務員法第 条 規定 単純

労務 雇用 職員 、企業職員以外

。以下同 。） 派遣職員 除 。第

条及 第 条 同 。） 、法第 条第

項 規定 業務 従事 、 職員派遣

期間中、給料、扶養手当、調整手当、住居手当及

期末手当 分 以内 支給

。

（企業職員又 現業職員 派遣職員 給与 種類）

第 条 企業職員又 現業職員 派遣職員 、

法第 条第 項 規定 業務 従事 、

職員派遣 期間中、給料、扶養手当、調整手当、

住居手当及 期末手当 支給 。

改 正 後 改 正 前

（給与 種類）

第 条 略

略

手当 種類 、扶養手当、調整手当、住居手当、初

任給調整手当、通勤手当、単身赴任手当、特殊勤務手

当、特地勤務手当（ 準 手当 含 。）、時間

外勤務手当、宿日直手当、夜間勤務手当、休日勤務手

当、管理職手当、管理職員特別勤務手当、期末手当、

勤勉手当、寒冷地手当、特定任期付職員業績手当及

退職手当 。

（寒冷地手当）

第 条 寒冷地手当 、寒冷 地域 企業管理規程 定

勤務 職員 対 支給 。

（給与 種類）

第 条 略

略

手当 種類 、扶養手当、調整手当、住居手当、初

任給調整手当、通勤手当、単身赴任手当、特殊勤務手

当、特地勤務手当（ 準 手当 含 。）、時間

外勤務手当、宿日直手当、夜間勤務手当、休日勤務手

当、管理職手当、管理職員特別勤務手当、期末手当、

勤勉手当、特定任期付職員業績手当及 退職手当

。

の

の

に する

に する をいう じ である

び に する

な に される であって のも

のをいう じ である を く

び において じ のうち

に する に するものには その

の
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は である の の
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の
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に する をいう じ である

び に する

な に される であって のも

のをいう じ である を く

び において じ のうち

に する に するものには その

の び

のそれぞれ の を することが

できる

は である の の

は である のうち

に する に するものには

その の

び を することができる

の

の は

これに ずる を む

び
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は の で で

めるものに する に して する

の

の は

これに ずる を む

び とす

る

４

３ ４

６

７ ６ ２

８

６ ２

４

３ ４

６

７ ６ ２

８

６ ２

２

２

３

２

２

３

27 289

57

100 100

27 289

57

100 100

15

次 表 改正前 欄中下線 引 部分 削 。

（企業局企業職員 給与 種類及 基準 関 条例 一部改正）

第 条 企業局企業職員 給与 種類及 基準 関 条例（昭和 年鳥取県条例第 号） 一部 次

改正 。

次 表 改正前 欄中条 表示 下線 引 条（以下 条 「削除条」 。） 削 、同

表 改正後 欄中条 表示 下線 引 条 加 。

次 表 改正前 欄中下線 引 部分（削除条 除 。） 削 。

の の の が かれた を る

の の び に する の

の の び に する の を のように

する

の の の の に が かれた この において という を り

の の の に が かれた を える

の の の が かれた を く を る

４ 41 39
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（再任用職員 適用除外）

第 条 第 条 第 条 、第 条 、第

条 、第 条及 第 条 規定 、地方公務員法第

条 第 項、第 条 第 項又 第 条 第

項若 第 項 規定 採用 職員

適用 。

第 条 削除

（再任用職員 適用除外）

第 条 第 条 第 条 、第 条 、第

条 及 第 条 規定 、地方公務員法第 条

第 項、第 条 第 項又 第 条 第 項若

第 項 規定 採用 職員 適用

。

改 正 後 改 正 前

（給与 種類）

第 条 略

略

手当 種類 、管理職手当、初任給調整手当、扶養

手当、調整手当、住居手当、通勤手当、単身赴任手当、

特殊勤務手当、寒冷地手当、時間外勤務手当、休日勤

務手当、夜間勤務手当、宿日直手当、管理職員特別勤

務手当、期末手当、勤勉手当、特定任期付職員業績手

当及 退職手当 。

（寒冷地手当）

第 条 寒冷地手当 、寒冷 地域 企業管理規程 定

在勤 職員 対 支給 。

（再任用職員 適用除外）

第 条 第 条 第 条 、第 条、第 条及 第

条 規定 、地方公務員法第 条 第 項、第

条 第 項又 第 条 第 項若 第 項

規定 採用 職員 適用 。

（給与 種類）

第 条 略

略

手当 種類 、管理職手当、初任給調整手当、扶養

手当、調整手当、住居手当、通勤手当、単身赴任手当、

特殊勤務手当、時間外勤務手当、休日勤務手当、夜間

勤務手当、宿日直手当、管理職員特別勤務手当、期末

手当、勤勉手当、特定任期付職員業績手当及 退職手

当 。

第 条 削除

（再任用職員 適用除外）

第 条 第 条 第 条 、第 条及 第 条 規

定 、地方公務員法第 条 第 項、第 条 第

項又 第 条 第 項若 第 項 規定

採用 職員 適用 。
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２

４ １ ５ １ ６
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３ ４ ５ ６ ２ ７

２ ４

１ ５ １ ６ １

２

２

２

３

６ ９

４ １

５ １ ６ １ ２

２

２

３

６ ９

４ １ ５

１ ６ １ ２

（病院局企業職員 給与 種類及 基準 関 条例 一部改正）

第 条 病院局企業職員 給与 種類及 基準 関 条例（平成 年鳥取県条例第 号） 一部 次

改正 。

次 表 改正前 欄中条 表示 下線 引 条（以下 条 「削除条」 。） 削 、同

表 改正後 欄中条 表示 下線 引 条 加 。

次 表 改正前 欄中下線 引 部分（削除条 除 。） 削 。

附 則

（施行期日）

条例 、公布 日 施行 。

（職員 給与 関 条例 一部改正 係 経過措置）

職員 給与 関 条例 適用 受 職員 対 平成 年度分 寒冷地手当 、次 表 、第

条 規定 改正前 職員 給与 関 条例（以下 項 附則第 項 「旧給与条例」

。）第 条 規定 支給地域 区分（一 地域 区分 旧給与条例別表第 及 別表

の の び に する の

の の び に する の を のように

する

の の の の に が かれた この において という を り

の の の に が かれた を える

の の の が かれた を く を る

この は の から する

の に する の に る

の に する の を ける に する の については の に

の による の の に する この から までにおいて

という の に する の の についてその が び

５ ７ ３

１

２

１ ４

２ ６
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支給地域

区分

世帯等 区分

世帯主 職員

扶養親族 人以上

職員

扶養親族 人又

人 職員
扶養親族 職員

他 職員

級 地 円 円

級 地 円 円 円

級 地 円 円 円 円

の

の

である

が あ

る

が は

ある
のない

その の３ １ ２

１

２

３

9,600 3,000

37,500 26,300 3,600

67,800 51,500 19,100 4,200

発行所 鳥取県鳥取市東町一丁目 鳥 取 県 【定価 部 月 円（送料 含 ）】220 2,200１ １か を む｡

古紙配合率 ％再生紙 使用100 を しています

(URL:http://www.pref.tottori.jp)

第 掲 場合 、旧給与条例別表第 掲 区分）及 基準日（基準日 翌日 同

条第 項後段 人事委員会 定 日 間 新 職員 者 、職員 日）

職員 世帯等 区分 応 、額 掲 場合 限 、 従前 例 。 場合 、同

条第 項 表 次 。

前項 規定 従前 例 旧給与条例第 条 第 項第 号 規定 寒冷地手

当 額 、同項 表 規定 、同項 表 規定 額 分 相当 額 。

附則第 項 規定 従前 例 旧給与条例別表第 及 別表第 掲 町村

（旧阿毘縁村 除 。） 名称及 地域 、 条例 施行 日 示 。

（現業職員 給与 種類及 基準 関 条例 一部改正 伴 経過措置）

現業職員 給与 種類及 基準 関 条例 適用 受 現業職員 対 平成 年度分 寒冷地手当

、第 条 規定 改正前 現業職員 給与 種類及 基準 関 条例第 条 規定 適用

支給 額（附則第 項 規定 適用 受 職員 権衡 考慮 必要

知事 定 職員 、知事 定 額） 万円 上回 場合 除 、 従前 例 。

（公益法人等 職員 派遣等 関 条例 一部改正 伴 経過措置）

公益法人等 職員 派遣等 関 条例 適用 受 派遣職員 対 平成 年度分 寒冷地手当

、第 条 規定 改正前 公益法人等 職員 派遣等 関 条例第 条又 第 条 規定 適

用 支給 額（附則第 項 規定 適用 受 職員 権衡 考慮 必要

人事委員会 定 職員 、人事委員会 定 額） 万円 上回 場合 除 、

従前 例 。

（企業局企業職員 給与 種類及 基準 関 条例 一部改正 伴 経過措置）

企業局企業職員 給与 種類及 基準 関 条例 適用 受 企業局企業職員 対 平成 年度分

寒冷地手当 、第 条 規定 改正前 企業局企業職員 給与 種類及 基準 関 条例第

条 規定 適用 支給 額（附則第 項 規定 適用 受 職員 権衡 考慮

必要 企業管理規程 定 職員 、企業管理規程 定 額） 万円 上回

場合 除 、 従前 例 。

（病院局企業職員 給与 種類及 基準 関 条例 一部改正 伴 経過措置）

病院局企業職員 給与 種類及 基準 関 条例 適用 受 病院局企業職員 対 平成 年度分

寒冷地手当 、第 条 規定 改正前 病院局企業職員 給与 種類及 基準 関 条例第

条 規定 適用 支給 額（附則第 項 規定 適用 受 職員 権衡 考慮

必要 企業管理規程 定 職員 、企業管理規程 定 額） 万円 上回

場合 除 、 従前 例 。
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